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研究成果の概要（和文）：まず，在宅勤務の効果に関しては，在宅勤務を経験することは職務ストレスが低いこ
と，仕事と家庭の分離度合いがこの関係に影響を与えることを示した。次に，在宅勤務の阻害要因を研究した。
在宅勤務は同僚従業員との水平的コミュニケーション不足や，制度利用に対する申し訳なさが生じることを示し
た。さらに，部下が在宅勤務することに対する許容度は，職場の相互依存性の影響を受けること，職場のダイバ
ーシティおよび電子化度合いは，この関係に影響を与えた。また，同僚が在宅勤務することに対する許容度は，
職務の自由度および複雑性の影響を受けること，職務の相互依存性はこの関係に影響を与えることを示した。

研究成果の概要（英文）：First, concerning the effects of working from home, the experience was 
demonstrated to lower employees’ work stress, and this relationship was moderated by work-family 
segmentation preference. Next, we studied the obstacles to working from home. We found that it 
decreased horizontal communication with coworkers, and that employees felt guilty utilizing the 
working from home policy. Furthermore, tolerance for subordinates' use of working from home was 
influenced by task interdependence, and this relationship was moderated by diversity and 
digitalization. Additionally, tolerance for coworkers' use of working from home was influenced by 
task autonomy and complexity, which in turn was moderated by task interdependence.

研究分野：経営学

キーワード： テレワーク　ワーク・ライフ・バランス　コミュニケーション　相互依存性　複雑性　職務自由度　組
織行動論　人的資源管理

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は，わが国で実証的研究が不足している在宅勤務の効果および阻害要因について明らかにすることができ
た。特に，在宅勤務の利用に対する許容度についての研究が少なく，この研究では在宅勤務利用に対する許容度
に影響する要因を明らかにした。
実践面では，新型コロナの蔓延により在宅勤務の利用が広がっているが，その分在宅勤務の運用が困難と受け止
める企業も多い。本研究は，在宅勤務の阻害要因を低減させる具体的方法を示しており，社会的な意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 家で働く在宅勤務は危機管理や，仕事と育児・介護の両立を可能にし，ワーク・ライフ・バラ
ンスの充実，通勤コストの削減といったメリットがある。さらに，働き方の柔軟性を高めること
は，魅力的な人材の獲得にも役立つ。 
一方で，日本では，同じ職場で働くことを前提とされることが多く，家庭で仕事を行う在宅勤
務はあまり行われてこなかった。新型コロナ禍で一気に注目されたものの，研究開始当時はあま
り注目されていなかった。特に，在宅勤務については，職場でのコミュニケーションが不足する
ことや，すべての人が制度を利用しやすいとは限らないため不公平感が生じるという課題があ
る。 

 
２．研究の目的 
 本研究では，在宅勤務制度の効果および，在宅勤務を行うことにより生じる阻害要因を除去す
る方法について研究を行った。阻害要因については，在宅勤務時に生じるコミュニケーション不
全および，制度利用者に対する許容度に影響する要因について明らかにする。 
 
３．研究の方法 
本研究では，まず在宅勤務の効果について，質問紙調査を実施・分析したうえで，仮説検証を
行った。在宅勤務におけるコミュニケーションについては，インタビュー調査を実施した。そし
て，在宅勤務の阻害要因については，質問紙調査を実施・分析して仮説検証を行った。 
 
４．研究成果 
(1)在宅勤務の効果 
まず，在宅勤務制度を利用することの効果の研究を行った民間企業に勤務する従業員を対象
にした質問紙調査を分析した。在宅勤務制度の利用経験者は，ストレスが低い結果が示された。
また，在宅勤務制度の利用経験は職務ストレスが低いことを示した。また，仕事と家庭の分離志
向が高い従業員は在宅勤務制度を利用した際のストレスが低減したが，仕事と家庭の統合志向
が高い従業員は，在宅勤務を利用してもストレスに変化はなかった。この結果，在宅勤務制度が
ストレス低減に結びつくには，仕事と家庭の分離志向という個人の志向性が関連することを示
した。国内では在宅勤務の効果についての実証研究が少なく、新たな知見を見いだしたといえる。 
また，在宅勤務については，仕事と仕事以外の境界線をあいまいにするため，民間企業の従業
員を対象として，仕事が家庭生活にどう影響を及ぼすか研究した。仕事に対するエンゲイジメン
トが高まることで家庭生活にどう影響を与えるかについて，民間企業の質問紙調査を分析した。
その結果，ワーク・エンゲイジメントについては，下位次元である活力および熱意は家庭時間の
圧搾度合いを低減したが，没頭は家庭時間の圧搾度合いを高め，家庭生活に正負の影響を与える
ことを示した。この関係については，良好な家族関係が，ポジティブな効果を促進し，ネガティ
ブな効果を緩和することも明らかにした。また，別の調査において，家庭内リソースが高まれば，
厳しい上司のもとでも，職務態度への悪影響が緩和されることを示した。こうした知見について
も，今後の在宅勤務研究に活かしていく必要がある。 
 
(2) 在宅勤務とコミュニケーション 
 在宅勤務を行うと，職場においてコミュニケーション不全となることが指摘されている。この
ため，在宅勤務の実態を探るため，在宅勤務制度を利用している地方自治体職員を対象にインタ
ビュー調査を実施し，在宅勤務におけるコミュニケーションについて研究を行った。ある地方自
治体の職員を対象にインタビュー調査を行った。その結果，在宅勤務を行うことにより，垂直的
なコミュニケーションよりも水平的なコミュニケーションが不足することが明らかになった。
また，コミュニケーション不足が，制度利用者の評価・キャリアへの不安および罪悪感に結びつ
くことを示した。さらに，上司の信頼性や職務特性次第でコミュニケーション不足によるネガテ
ィブな影響を緩和しうることも示した。 
 こうした質的調査で明らかになった点について，量的調査を通じて実証研究する必要がある。 
 
(3)在宅勤務の阻害要因 
 在宅勤務については，すべての職種が利用しやすいというわけではないので，制度の利用に対
する不公平感が生じうる。本研究では，制度利用者以外の周囲の従業員の許容度を高める要因に
ついて研究した。 
まず，在宅勤務制度利用に対する上司の態度に影響する要因について研究した。ある地方自治
体の職員を対象とした質問紙調査結果を分析した。在宅勤務制度のある地方自治体の職員を対
象にした質問紙調査を分析した結果，仕事の相互依存性が在宅勤務利用に対する上司の態度に
悪影響をもたらすことを示した。また，職場のダイバーシティおよび職場のテレコミュニケーシ
ョン度は，これらの関係に調整効果をもたらすことを示した。 



次に，同僚従業員に対する在宅勤務制度利用促進につながる要因についても研究した。正社員
を対象にして，インターネット調査を実施した。職務自由度および職務の複雑性は，利用許容度
に有意な正の効果を与えた。さらに，職務の相互依存性が高いほうが，職務自由度と利用許容度
の関係性および職務の複雑性と利用許容度の関係を強めることを示した。 
 こうした在宅勤務者の許容度に影響する要因についての研究は，国外も含めてまだ少数であ
るため今後の研究の蓄積が求められている。 
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